
国立大学法人京都大学教員業績評価要項 

令和３年９月２８日総長裁定制定 

 

（趣旨） 

第１条 この要項は、教員の多様な業績を適正に評価するとともに、評価の結果を処遇等

に反映することにより、各教員の教育研究等意欲の向上及び質の向上並びに優秀で多様

な人材の確保等の実現によって、本学の教育研究その他の活動の活性化を図ることを目

的として実施する業績評価に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（業績評価対象者） 

第２条 この要項による教員の業績評価は、国立大学法人京都大学教職員給与規程（平成

１６年達示第８０号。以下「給与規程」という。）第５条第１項第４号の適用を受ける

教授、准教授、講師、助教及び助手（以下「対象教員」という。）を対象として実施す

る。 

（業績評価の種類） 

第３条 業績評価の種類は、次のとおりとする。 

(1) 給与規程第８条第１項（昇給）に定める勤務成績に活用する昇給業績評価（以下「昇

給評価」という。） 

(2) 給与規程第３１条第１項（勤勉手当）に定める勤務成績に活用する年度業績評価（以

下「年度評価」という。） 

（評価期間等） 

第４条 前条第１号の昇給評価は、３年ごとに、前年度の末日を基準日として、基準日以前

３年間を評価対象期間として実施し、評価結果を次期評価対象期間中の昇給に活用する

ものとする。ただし、基準日において、対象教員としての在職期間が１年未満の者の当該

在職期間の昇給評価は、次期昇給期間の昇給評価と併せて実施するものとする。 

２ 前条第２号の年度評価は、一の事業年度ごとに、当該年度の末日を基準日として、基準

日以前１年間を評価対象期間として実施し、評価結果を次期評価対象期間中の勤勉手当

に活用するものとする。 

３ 評価対象期間中に育児休業等を取得した等の特別な事情がある者については、前２項

にかかわらず、育児休業等取得直前に実施した昇給評価又は年度評価の結果を次期評価

対象期間の昇給又は勤勉手当にそれぞれ活用することができるものとする。 

（部局業績評価委員会） 

第５条 部局の長は、この要項に定める業績評価に係る次の各号に掲げる事項を審議させ

るため、部局業績評価委員会（以下「部局委員会」という。）を置く。 

 (1) 当該部局における評価基準の設定に関すること。 

(2) 対象教員の昇給評価及び年度評価に関すること。 

(3) その他当該部局における業績評価に関すること。 



２ 部局委員会は、昇給評価及び年度評価の結果を部局の長に報告するものとする。 

３ 第１項第２号の昇給評価及び年度評価にあたり、部局委員会は、京都大学における教

員評価の実施に関する規程（平成１９年達示第７１号）第１３条の定めるところによ

り、部局における教員評価を活用することができるものとする。 

４ 部局委員会は、次に各号に掲げる委員で組織する。 

(1) 部局の長 

(2) その他部局の長が必要と認める者 若干名 

５ 前各項に規定するもののほか、部局委員会において必要な事項は、部局の長が定め

る。 

（全学業績評価委員会） 

第６条 総長は、この要項に定める業績評価に係る次の各号に掲げる事項を審議させるた

め、全学業績評価委員会（以下「全学委員会」という。）を置く。 

(1) 業績評価制度の検証に関すること。 

(2) 部局委員会が実施する昇給評価及び年度評価のうち、総長の諮問した評価結果の確

認に関すること。 

(3) その他本学における業績評価に関すること。 

２ 全学委員会は、次の各号に掲げる委員で組織する。 

(1) 総長が指名する理事 

(2) 人事制度検討会の委員 若干名 

(3) 人事部長 

(4) その他総長が必要と認める者 若干名 

３ 前項第２号及び第４号の委員は、総長が委嘱する。 

４ 第２項第２号及び第４号の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 全学委員会に委員長を置き、第２項第１号の委員をもって充てる。 

６ 委員長は、全学委員会を招集し、議長となる。 

７ 前各項に規定するもののほか、全学委員会に関し必要な事項は、全学委員会が定め

る。 

（その他） 

第７条 この要項に定めるもののほか、教員業績評価に関し必要な事項は、総長が定め

る。 

附 則 

１ この要項は、令和３年９月２８日から実施する。 

２ この要項の実施後最初の第４条第１項に定める基準日は、令和６年３月３１日とする。 

３ この要項の実施後最初の昇給評価の期間は、第４条第１項本文の規定にかかわらず、令

和４年４月１日から令和６年３月３１日までとする。 


